
76

京京都都府府総総務務部部財財政政課課

京京都都府府のの
財財政政事事情情

令令和和５５年年度度
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京都府の財政について、
一緒に勉強するです～！

◆◆ははじじめめにに・・・・・・

みなさんは、お住まいの京都府の「財政」について、どの程
度ご存じですか？
専門用語が多く、とっつきにくい「財政」の世界ですが、

「京都府の財政事情」では、令和５年度の財政状況について、
分かりやすい表現を心がけて作成しました。
どうぞご覧ください！
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１－１．令和５年度決算の概要

 令和５年５月８日に新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけ

が５類感染症に見直されたものの、引き続き必要な対策を講じるととも

に、長引く物価高騰への対策も実施した結果、４年連続で１兆円超の決

算規模となりました。

 歳入に関しては、地方交付税が 約４８億円の増、府税が約１８億円の増

 となった一方、臨時財政対策債が約77億円の減、国庫支出金が約1,342

 億円の減となりました。

 歳出に関しては、新型コロナウイルス感染症対策及び物価高騰対策経費

が約1,290億円の減となりました。また、社会保障関係経費は増となる

一方、新行政棟・文化庁移転施設整備費の減などにより約３３億円の減

となりました。

 今後も社会経済情勢の先行きが不透明なことから、原油価格・物価高騰

等による府民生活や事業活動への影響を注視していく必要があります。

１ 歳入及び歳出決算について
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※新型コロナ対策関連国庫支出金の影響を除いたR5の単年度収支は約12億円
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一般
財源
6,737 
(62.4%)

特定
財源
4,061 
(37.6%)

府税
2,944 
(27.3%)

地方消費税
清算金
1,227 

(11.3％）

地方交付税・
地方特例交付金

1,966 
(18.2%)

地方譲与税
505 

(4.7%)

臨時財政
対策債

95
(0.9%)

国庫
支出金
1,287 
(11.9%)

使用料・
手数料

107 
(1.0%)

繰入金
127 

(1.2%)

諸収入・
その他
1,929 

(17.9%)

府債※
611 

(5.6%)

歳歳入入
11兆兆779988
億億円円

１－２．歳入の状況

 令和５年度は右図のような歳

入決算となりました。

 一般財源とは、その使い道を

制限されない財源であり、一

般財源の収入が多いほど自主

的な事業が行いやすいといえ

ます。

 特定財源とは、その使い道が

限定された財源です。

 臨時財政対策債は、府債です

が、地方交付税や府税収入に

代わるものとして、使い道が

制限されない財源であること

から、一般財源としています。

１ 歳入及び歳出決算について

※府債には臨時財政対策債を含まない。

「府税収入の推移について」
(億円)

 令和５年度は、給与所得の増加及
び株高により、個人府民税は約46
億円の増収となったが、地方消費
税は約22億円の減収となり、総額
は約19億円増の約2,944億円となり
ました。

 また、令和５年度の府税徴収率は
99.0%で、前年度と比べ0.1ポイン

  ト上昇し、過去最高に並びました。
  令和２年度の徴収率は、徴収猶予の
特例制度の適用が影響したことが要  
因で、例年より低水準でしたが、徴
収猶予分を除いた徴収率は98.9%で
あり、高い水準を維持しています。 
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一般財源確保のため、徴
収率アップに取り組んで
いるです～。

2,9442,914
2,635
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 令和５年度は右図のような歳出決

算となりました。

 民生費……福祉医療等の経費

 商工費……中小企業対策や観光振

興の経費

 土木費……道路や河川の整備経費

 教育費……公立学校の教職員の人

件費や整備経費

 公債費……京都府の借金の返済経

費

１ 歳入及び歳出決算について

議会費

19 

(0.2%)

総務費

574 

(5.4%)

民生費

1,837 

(17.3%)

衛生費

406 

(3.8%)

労働費

38

(0.4%)

農林水産業費

227 

(2.1%)

商工費

1,796 

(16.9%)
土木費

839

(7.9%)

警察費

790 

(7.4%)

教育費

1,662 

(15.6%)

公債費

1,165 

(11.0%)

その他

1,272 

(12.0%)

歳歳出出
11兆兆662255
億億円円

１－３．歳出の状況

「民生費の推移について」

(億円)

 少子高齢化の進展などに伴い、福祉医療な
どに支出する民生費は増加傾向にあります
が、令和５年度決算では、新型コロナウイ
ルス感染症対策が減少したことなどにより、

  前年度に比べ約86億円の減となりました。

 令和５年度決算の民生費約1,837億円のうち
老人福祉関係に使われた額が約458億円、障
害者福祉関係に使われた額が約237億円、母
子・児童福祉関係に使われた額が約359億円
でした。
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１－４．京都府の家計簿
京都府財政を家計に例えたら・・・

預金残高  １８９万万円円
ローン残高 ７１９万万円円

※返済時に親(国)から支援される分(臨時財政対策
  債)を除くローン残高

※決算額1,000億円＝家計簿50万円
( )内は前年度比（単位：万円）

貯金を取り崩したりローンを借り入れたり、
色々なやりくりをしていることが分かるです～

１ 歳入及び歳出決算について

収 入 支 出

１１ 給給料料 １１ 生生活活費費

①基本給
（府税、財産収入など）

240万円 (＋4)
①食費
（人件費）

103万円 (△5)

②ボーナス
（地方交付税、譲与税など）

186万円 (＋2)
②光熱水費など
（物件費）

17万円 (△7)

２２ ロローーンン借借入入 ２２ 医医療療・・介介護護、、経経済済活活動動ななどどのの経経費費

①ローン
（府債）

30万円 (±0)
（扶助費・補助費など）

204万円 (△53)

②ボーナス補てん分
（臨時財政対策債など）

5万円 (△3)
３３ 子子どどももへへのの仕仕送送りり

（貸付金、繰出金など）
87万円 (±0)

３３ 親親かかららのの仕仕送送りり
（国庫支出金など）

65万円 (△67)
４４ 家家ななどどのの修修理理

（投資的経費、維持修繕費）
52万円 (△2)

４４ 貯貯金金のの取取りり崩崩しし
（繰入金）

6万円 (△2)
５５ 借借金金のの返返済済

（公債費）
58万円 (±0)

５５ 昨昨年年かかららのの余余剰剰金金
（繰越金）

8万円 (＋1)
６６ 貯貯金金

（積立金）
10万円 (＋1)

合合計計（（年年額額）） 540万円 (△65) 合合計計（（年年額額）） 531万円 (△66)
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１－５．行財政改革の取組

1

➢ 限られた財源の中で最大限の効果を得られる事業を行うため、京都

府では以下をはじめとする行財政改革にも取り組んでいます。

行行財財政政改改革革ププラランン

➢ 京都府では、これまで４次にわたる行財
政改革を実施し、2,700億円を超える収支

改善を達成してきました。

➢ 令和元年度からは、「「行行財財政政改改革革ププララ
ンン」」を策定し、府民サービスの質の一層

の向上を目指した行財政改革の推進に取

り組んできました。

１ 歳入及び歳出決算について

➢ このプランでは、令和５年度までの５年間で400億円程度の収支改善を目指し、特別職・
管理職の給与カットなどの人件費の抑制のほか、未利用地の売却やネーミングライツ等

の歳入確保などの様々な行財政改革に全庁一丸となって取り組んだ結果、約420億円の収

支改善を実現しました。

京京都都府府行行財財政政運運営営方方針針

◎施策の展開方向

◆行政運営 ～次世代型の行政手法への転換～

◆財政規律 ～持続可能な財政構造の確立～

◆組織・人材 

～現場課題対応型の組織体制の確立と人材育成～

〈令和６年度～令和10年度〉

➢ 令和４年12月に、府政運営の羅針盤で
ある総合計画を改定し、「安心」「温

もり」「ゆめ実現」の３つの視点に基

づく「あたたかい京都づくり」の実現

に向けた取組を進めているところです。

➢ こうした取組を支える京都府の行財政運営は、ライフスタイルや価値観の変化を踏まえた
行政運営、社会保障関係経費等の義務的経費の累増や複雑・多様化する行政課題に対応す

るための歳出増加による慢性的な収支不足、生産年齢人口の減少や職員の定年引上げ等を

踏まえた持続可能な執行体制の確立など、多くの課題に柔軟に対応していく必要がありま

す。

◎施策の展開方向

◆持続可能な財政構造の確立

◆現場主義貫徹に向けた組織改革と人材育成

◆時代に即した府民サービスの提供

〈令和元年度～令和５年度〉

➢ 総合計画の着実な実行を支えるとともに、行財政運営における現下の課題解決と時代に即
した行政運営への転換に向け、限られた資源をいかに効果的・効率的に活用するかという

視点も踏まえながら、「あたたかい京都づくり」を支える強固な行財政基盤の構築を目指

します。
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２－１．普通会計決算による比較

２ 決算で見る京都府と全国の比較

 本章では、普通会計決算及び各指標による京都府と他府県の比較につい

てご説明します。

「① 令和５年度歳入決算の分類構成比による比較」

「② 令和５年度歳出決算（目的別）の分類構成比による比較」

「③ 令和５年度歳出決算（性質別）の分類構成比による比較」

地方税・地方消費税清算金

(40.0%)

地方税・地方消費税清算金

(36.1%)

地方交付税

(16.7%)

地方交付税

(18.8%)

国庫支出金

(13.4%)

国庫支出金

(12.4%)

地方債

(7.4%)

地方債

(6.8%)

その他

(22.5%)

その他

(25.9%)

全
国
平
均

京
都
府

議会費 (0.2%)

議会費 (0.2%)

総務費 (6.8%)

総務費 (5.6%)

民生費

(16.6%)

民生費

(18.2%)

衛生費

 (5.1%)

衛生費 

(4.0%)

労働費 (0.3%)

労働費 (0.4%)

農林水産業費 (4.4%)

農林水産業費 (2.2%)

商工費

(10.7%)

商工費

(17.6%)

土木費

(10.8%)

土木費

(8.0%)

警察費

(5.9%)

警察費

(7.6%)

教育費

(17.2%)

教育費

(16.2%)

公債費

(11.8%)

公債費

(11.8%)

その他

 (10.2%)

その他 

(8.2%)

全
国
平
均

京
都
府

人件費

(21.1%)

人件費

(19.9%)

扶助費 (2.4%)

扶助費 (1.4%)

公債費

(11.7%)

公債費

(11.7%)

普通建設

事業費

(13.7%)

普通建設

事業費

(10.0%)

補助費等

(31.2%)

補助費等

(34.5%)

その他

(19.9%)

その他

(22.5%)

全
国
平
均

京
都
府

中小企業対策に重点を置いた結果、
商工費の構成比が大きくなっています。

公共事業の重点化などにより、
普通建設事業費の構成比は小さくなっています。

地方債のうち約１割は国が後年度に全額地方交付税措置す
る臨時財政対策債です。
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２－２．健全化判断比率による比較

２ 決算で見る京都府と全国の比較

 健全化判断比率とは、財政の早期健全化や再生の必要性を判断す

るため、地方公共団体の財政状況を客観的な指標で明らかにする

ことを目的とした指標で、以下の４指標のことを指します。

実実質質赤赤字字比比率率

一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政運営の悪化の度合いを示すもの

⇒京京都都府府のの令令和和５５年年度度決決算算ににおおいいててはは、、赤赤字字額額がが発発生生ししてていいなないいたためめ、、算算定定さされれまませせんんででししたた

実実質質公公債債費費比比率率

借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、公債費等による財政負担の程度
を示すもの

将将来来負負担担比比率率

借入金や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化し、将来、財政を圧迫す
る可能性が高いかどうかを示すもの

連連結結実実質質赤赤字字比比率率

全会計の収支を合算して、全体としての赤字の程度を指標化し、財政運営の悪化の度合いを示すもの

⇒京京都都府府のの令令和和５５年年度度決決算算ににおおいいててはは、、赤赤字字額額がが発発生生ししてていいなないいたためめ、、算算定定さされれまませせんんででししたた

RR４４ RR５５

京京都都府府 16.5 1166..88

全全国国平平均均 10.1 10.1

早早期期健健全全化化基基準準 25.0

財財政政再再生生基基準準 35.0

令令和和５５年年度度全全国国順順位位：：4455位位
全国平均より高い水準となっていま

すが、財政健全化計画を定めなければ
ならないとされる早期健全化基準を大
幅に下回る数値となっています。

RR４４ RR５５

京京都都府府 272.1 226644..66

全全国国平平均均 154.2 148.7

早早期期健健全全化化基基準準 400.0

令令和和５５年年度度全全国国順順位位：：4444位位
全国平均より高い水準となっていま

すが、早期健全化基準を大幅に下回る
数値となっています。

総務省の基準よりだいぶ低いことが分かるです～
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【 資 産 】
２兆６，３８６億円

１１００４４万万円円
／府民一人あたり

【 負 債 】
２兆５，３３１億円

１１００００万万円円
／府民一人あたり

 行行政政ココスストト計計算算書書

純経常行政コスト ７，５６２億円

２２９９万万円円／府民一人あたり

臨時収支 ▲２０８億円

００万万円円／府民一人あたり

＋
＝

【 純資産 】
１，０５５億円

４４万万円円
／府民一人あたり

 純純資資産産変変動動計計算算書書

前年度末純資産残高 ８１６億円

３万円／府民人あたり

税収、国補助金等 ７，５９３億円

３０万円／府民一人あたり

－
＋

純純行行政政ココスストト ７７，，３３５５４４億億円円

２２９９万万円円／府民一人あたり

＝

 資資金金収収支支計計算算書書

収 入 １兆２，２９７億円

４８.５万円／府民一人あたり

支 出 １兆２，２８５億円

４８.５万円／府民一人あたり

本年度資金収支額 １２億円

０万円／府民一人あたり

前年度末資金残高 １６６億円
０.７万円／府民一人あたり

－
＝

＋
＝

 貸貸借借対対照照表表

本年度末資金残高 １７８億円

００.７７万万円円／府民一人あたり

本年度末純資産残高 １，０５５億円

４４万万円円／府民一人あたり

純純行行政政ココスストト ７７，，３３５５４４億億円円

２２９９万万円円／府民一人あたり

うち歳計現金
 １７８億円

００.７７万万円円
／府民一人あたり

３ 財務書類について

３－１．統一的な基準による財務書類
➢ 京都府では、平成２8年度決算から、総務省より示された「統一的

な基準」に基づく財務書類４表の作成、公表を行っています。 


